
パートタイム労働条件通知書　　　　　　　　＜再雇用：特定有期雇用労働者＞
平成　　　年　　　月　　　日
　　氏名　　　　　　　　　　殿
事業場名称・所在地　　　　　　　　　　　　　　　
　

代表者名　　　　　　　　　　　㊞
	
	契約期間
	期間の定めあり （平成　  年  　月　　日～平成　　年　　月　　日）
※但し、雇入れ日より　　ヶ月間は試用期間とする
	

	
	雇用形態
	　パートタイム　・アルバイト　・　その他（　　　　　　　）
	

	
	就業の場所
	※就業場所の変更はない
	

	
	従事すべき業務
	　
　※但し、業務上の必要性から所属部門内で担当業務の変更を行う場合がある。
	

	
	始業、終業の
時刻、休憩時間

	1　始業・終業の時刻：　始業（　　時　　分）～　終業（　　時　　分）
2　休憩時間　　　　：　　時　　分～　　時　　分（　　）分
○詳細は、パートタイム就業規則　第　　条～第　　条による
	

	
	所定時間外労働の有無
	1　所定時間外労働の有無：　有　・　無　※但し業務上やむを得ない場合は有
2　休日労働の有無　　　：　有　・　無　※但し業務上やむを得ない場合は有
	

	
	休　　　　日
	1　毎週　　　　曜日

2　年末年始（　　　　　　　　　　　　　）　

3　その他（夏期休暇　　　　日）
○　詳細は、パートタイム就業規則　第　　条
	

	
	休　　　　暇
	1　年次有給休暇 　 定年時の有給休暇日数および勤続年数を引き継ぐ
2　その他の休暇　　有給（　　　　　　　　　）無給（　　　　　　　　　等）

○詳細は、パートタイム就業規則第　　条～第　　条による
	

	
	賃　　　　金

	1　基本給：　月給制　・　時給制　（    　　　　　　   円）

2　諸手当　：

イ 　　手当（          円）、　　ロ 　　手当（          円）
3　所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

イ 所定時間外　　法定超　： 125％、所定超　　： 100％

ロ 休日　　　　　法定休日： 135％、法定外休日： 125％
（法定外休日であっても、法定内労働時間の場合は100％）
ハ 深夜　　　　　　　　　：　25％加算
4　賃金締切日　：毎月　　　日、賃金支払日：翌（当）月　　日

5　昇給　　：　有　（人事考課によって現状維持や降給もありうる）・　無
6　賞与　　：　有　（支給月：　月、　月）　・　無　　
7　賃金決定方法：地域及び職種別の最低賃金を上回ること
	

	
	退職に関する

事項
	1　自己都合退職の手続：退職する　　日以上前に届け出ること
2　解雇の事由及び手続：就業規則による
3　退職金　　　　　　：　有　・　無　
○詳細は、パートタイム就業規則第　　条～第　　条による
	

	
	更新の有無
	1　契約の更新の有無　：　イ　更新する場合がありえる　　　ロ　更新しない
2　契約の更新は、次のいずれかにより判断する。

· 契約期間満了時の業務量　　　　　・従事している業務の進捗状況
· 従事している業務の進捗状況　　　・本人の能力、業務成績、勤務態度

· 会社の経営状況　　　　　　　　　・会社の人員配置

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】

無期転換申込権が発生しない期間：定年後引き続いて雇用されている期間
	

	
	加入保険

	1　社会保険の加入状況（厚生年金 　健康保険  その他（　　　　　　　））　　

2　雇用保険の適用　　（　有　・　無　）
	

	
	その他
※必要時応じてカスタマイズしてください。
	1　雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口

相談担当者（担当部署：　　　　　　　　　役職：　　　　　　　　　　）　

相談窓口の連絡先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（支店・工場に関しては各所に相談窓口を設けることとする。）
2　教育訓練：有　受講できる教育訓練（　　　　　　　　　　　　　　　）・無　

（正社員と同様に社員が従事する職務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練については、職務内容が同じパート社員に対しても同様に実施する。）

3　福利厚生施設：有　利用できる福利厚生施設（休憩室・　　　　　　　）・無　
4　正社員転換推進措置については下記のいずれかの措置を講ずる。　　　　　　　　　　　

□通常の労働者を募集する場合、その募集内容を既に雇っているパートタイ　ム労働者に周知する。
　　□通常の労働者のポストを社内公募する場合、既に雇っているパートタイム労働者にも応募する機会を与える。
　　□パートタイム労働者が通常の労働者へ転換するための試験制度を設ける。

　　□その他通常の労働者への転換を推進するための措置を講ずる。

○詳細は、パートタイム就業規則第　　条～第　　条による

本書に規定のない事項については、パートタイム就業規則による。
<特記事項＞ 労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するもの）の契約期間が通算5年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合は、この「5年」という期間は、本通知書の「更新の有無」欄に明示したとおりとなります。

	

	
	
	「労働条件の更新または変更の注意」

　労働条件は常に最新のものが優先し、それ以前の契約事項に関しては継続せず一切無効になることとする

【嘱託社員就業規則および会社の通達等を遵守し、上記の条件に同意します】

平成　　年　　　月　　　日

労働者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　



	


（注１） 本書の他、就業規則・各規程の定めに従うものとする。就業規則・各規定が改定された時は改定された規則に従うものとする。

多田国際社会保険労務士事務所（2018）








□青色マーカー　・・・正社員との差を明確にするため、記載をおすすめしている内容


□ピンクマーカー・・・前回改正で、明示が義務付けられた内容


□黄色マーカー　・・・今回改正で、説明・記載が義務付けられた内容


□赤文字　　　　・・・特定有期契約労働者記載事項








